　去る11月22日に組合は大学法人に賃金改善等の３項目にわたる要求書を提出しました。これに対し，学長より以下の文書回答を得ました。
1. 2007年人事院勧告の賃金改善部分の即時実施を要求する。
　国家公務員の給与について「初任給に当たる部分の俸給表の改善」「一時金の0.05月増額」など賃金の改善措置を図る人事院勧告の即時実施を求めています。
　法人は「本学関係者にかかる給与の改定については，今後開催予定の役員会および経営協議会に置いて審議願うこととしている」と回答し，12月5日の協議会にて人勧準拠の取り扱いを基本方針とする旨を確認しました。本学の賃金の改善が部分的ですが前進します。旧号俸のフルタイム職員（有期契約職員）にも同様の賃金改善が求められます。

2. 事務職員が安心してリフレッシュできる昼休みの休憩室を要求する。
　職員の昼休み（45分）の現状は，心身の疲労やストレスを緩和し回復するリフレッシュ効果を十分に発揮しているとは言えません。特に，昼食が落ち着いて摂れるよう労働環境の改善を求めています。
法人は休憩室の要求について，「設置単位（部局又は事業場），予算確保などについて学内の合意形成を図りつつ，今後の施設改修計画などにおいて検討していきたい。」とし，将来の施設問題という理解にとどまっています。しかし，昼食や休息は毎日のことです。明日からでも安心して昼食や休憩が取れる職場環境を現在の条件の中でも創り出すことが大切です。この点は重ねて強調しました。このほか，平成20年4月に更衣室とシャワー室整備の「学内構成員用スポーツジム」を武道館に開設するとの回答は初耳です…？！
センター入試の実施について，入試センターとの「取決書」並びに実施経費の公開を要求する。
実施経費に関する「取決書」（契約書）は公開されました。実施経費の内訳は監督者等経費，連絡協議会費，試験実施委員会費など８項目です。過去３年間（17，18，19年度）の実施経費支出額は平均1450万円です。センター入試手当の年度別総支給額（括弧内は割合）は570万円(40.0%)，712.5万円(47.5%)，579万円(40.5%)です。某大学の契約書では実施経費全体の７割近くは監督者等経費が占めています。なぜ本学の手当総支給額は４割台に抑えられているのでしょうか。契約に基づくセンター入試は委託業務か本務かを含め，合理的な説明を求めてゆく必要があります。

　2007年9月22日より24日かけて京都大学において開催された全大教の第19回教研集会に工学支部の丹松美由紀さんが参加しました。全国の他の組合活動について丹松さんの熱い報告の一端を紹介します。
｢教職員の労働環境｣分科会では，教職員の賃金・労働条件の改善，非常勤職員の待遇改善などに関していくつかの単組から取り組みや問題提起の報告があり，女性の昇任問題（高位ポストにおいての格差），超過勤務や非常勤職員の不払い残業の問題，病気休暇へのメンタルヘルス対策についてなど，大変熱のこもった議論が繰り広げられた。

　鳥大ではわずかな｢寒冷地手当｣でさえすでに廃止され事実上の賃下げになっているにもかかわらず，｢地域手当｣（以前の都市手当）は現在も支給されており，その対象地域と支給割合は都市部に厚く地方に厳しい現状で（鳥取県は支給されていない），確実に地域格差が生じていること，大学によって大きく支給率が違っていることなど，初めて知ることばかりで大きな驚きであった。

｢技術職員部会｣のテーマであった「技術職員の評価」はまだ緒についたばかりであり，各機関とも暗中模索でスタートしているというのが現状である。しかし今回，報告があった３大学とも事務職員の評価項目がベースとなっており，次のような問題点が示された。

· 職能に対する評価という視点が必要。技術職員は事務職員とは異なる評価がなされるべきである。
· 評価をする場合は，組織として機能していることが前提。技術組織が確立していないのに評価のみを導入すれば混乱を招くだけである。
· 評価者の資質が重要。年功で評価者が決定されるのは問題である。 

鳥大でもすでに評価が始まっているが，ご多分にもれず当局お仕着せの評価項目を管理職でない者が行っているのが現状である。今回，改めて“評価”というものを深く考える機会となり，技術職員の評価が避けて通れない問題であるならば，技術組織内でコンセンサスをとれるような独自の技術評価案を作っていく必要があることを痛感した。
　閉会集会では，名古屋大学の非常勤の方の熱い訴えが大変印象的だった。名大では今年度から非常勤を常勤化する取組みがなされたと聞いていたが，この強い意志をもった皆さんの運動のたまものであろうと頷かされた。
過半数組合を達成した京都工芸繊維大学の報告では労働組合が過半数を超える事の意味を再確認した。
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法人，２００７年度の賃金改善は「人勧準拠」を基本方針





11月22日，大学・高等教育の危機打開に向けての国会要請行動に参加


今回の全大協国会要請行動の目的は，大きくは，①運営交付金増額をはじめ高等教育充実に関する国会での活動依頼，②法人化に関する集中審議依頼，③大学・高専の現状報告と意見交換というものでした。要請は民主・日本共産・社会民主の各文教政策代表者と全政党の衆参文部科学委員に対して行いました。北は北大，西は九大まで16校，中国地方からも６校の参加がありました。


参加したからにはいっぱいしゃべってやろうと思い，研究費激減，給与の下がり具合，欠員負補充からくる担当科目の拡大、競争的資金を得るために本来の専門からずれた研究領域の拡散等，私自身の例を数字を挙げて説明しました。日本共産党の副委員長からは「耳を疑う話ですね。」と，民主党の政策秘書からは具体的に教えて欲しいとの質問を受けました。中執からも「具体的で良かった」とほめられました。要請行動参加者は若手の参加が大変少ない状況です。若手・中堅研究者・職員の具体的な話をすることが次回要請行動でも大切だと思います。（地域学部支部 一盛 真さんの報告）











第19回教職員研究集会に参加して





「職場実態調査」を実施します


2004年の法人化後の本学の労働環境は就業規則と労使協定（「超勤」は36協定）を基本とします。効率・能率・省力の合理化の大学経営の下で日々の仕事は質と量に大きな変化が生じ，悩みを抱えている仲間も少なくありません。同じ職場で働く者の声を聴き，問題点とその解決の筋道が明確になる職場づくりを目指しています。そこで，全教職員を対象に労働環境の点検を目的とした「職場実態調査」に取り組みます。回答への積極的な協力をお願いします。調査用紙の配布・回収を円滑にするネット活用等を検討しています。








